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１章 はじめに 

１．１ 本事業の実施の背景と目的 

今後想定されている首都直下型地震に備えるためにも、食料品や生活必需品などの備蓄

は、必要不可欠であると考えられる。この食料品や生活必需品を含めた災害時に必要な物資

の備蓄については、災害対策基本法第 42 条にもとづいて策定されている地域防災計画であ

り方が示されている 1)。特に人口が多い首都圏では、備蓄すべき食料品や生活必需品などの

数量も多くなる。また、災害発生時には、指定避難所以外への避難も想定される 2)。この場

合、指定避難所などで備蓄している食料品や生活必需品などを、指定外の避難所へ届けるこ

とを考えた場合、届け先が分からなければ、届けられなくなる。また、指定避難所などの食

料品や生活必需品などを備蓄している施設が被災することも想定される。この場合、指定避

難所などでの備蓄量が想定よりも少なくなることが想定される。すなわち、自治体での備蓄

量が十分であったとしても、上記のような状況になれば、被災者に適切に食料品や生活必需

品などを供給することが難しくなる場合がある。これらの課題解決のための方法のひとつ

として、家庭での食料品や生活必需品の備蓄が考えられる。 

そこで、本事業では、災害発生時に必要な食料品などの物資の家庭での備蓄のあり方を明

らかにする。 

 

１．２ 本事業の進め方 

本事業は、以下の方法で進めた。 

まず、首都圏の各自治体が HPで公開している地域防災計画から、備蓄している食料品の

種類、数量および備蓄場所のデータと、各自治体の人口や想定避難者数などのデータを収集

し、これらのデータから、食料品の備蓄の特徴を示す（2 章）。次に、首都圏の自治体を対

象に、ヒアリング調査を実施し、自治体の備蓄実態を明らかにする（3 章）。そして、文献

調査から、家庭での食料品などの備蓄すべき品目の特徴を示す（4 章）。その後、家庭での

食料品などの備蓄実態のアンケート調査を実施し、家庭での食料品などの備蓄実態を示す

（5 章）。これら検討結果から、災害発生時に必要な食料品などの自治体と家庭での備蓄の

あり方を示す。 
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２章 首都圏の自治体の食料品の備蓄の特徴 

２．１ 首都圏の自治体の食料品の備蓄の特徴の分析方法 

（１）本章の目的 

 本章では、首都圏の自治体のうち、地域防災計画で食料品の備蓄数量（食数）が具体的に

示されていた自治体を対象に、人口と想定避難者数と食料品の備蓄数量のデータを収集し、

これらのデータをもとに、食料品の備蓄の特徴を明らかにしていく。 

 本分析では、まず、①地域防災計画などで、食料品の備蓄量（食数）が具体的に示されて

いる自治体を抽出する。次に、②人口（1.昼間人口、2.夜間人口）と、地域防災計画などに

記されている、3.想定避難者数、4.食料品の備蓄量（食数）のデータを収集する。そして、

③これら得られた人口と想定避難者数と食料品の備蓄数量のデータを用いて散布図を作成

し、その図をもとに、食料品の備蓄量の特徴を明らかにする。 

 

（２）地域防災計画の概要 

 地域防災計画とは、災害対策基本法第 42条に書かれている規程にもとづいて、市区町村

に策定することが求められている防災計画である。 

 特に、災害対策基本法第 42条の 2では、市町村が策定する地域防災計画で定める事項と

して、①当該市町村の地域に係る防災に関し、当該市町村及び当該市町村の区域内の公共的

団体その他防災上重要な施設の管理者の処理すべき事務又は業務の大綱、②当該市町村の

地域に係る防災施設の新設又は改良に関する事項、③防災のための調査研究に関する事項、

④教育及び訓練その他の災害予防に関する事項、⑤情報の収集及び伝達に関する事項、⑥災

害に関する予報又は警報の発令及び伝達に関する事項、⑦避難、消火、水防、救難、救助、

衛生その他の災害応急対策並びに災害復旧に関する事項の 7項目が示されている 1),3)。 

 

（３）本章で分析対象とする自治体 

 首都圏の自治体のうち、特別区と政令指定都市を除く自治体を対象に、各自治体の HPに

掲載されていた地域防災計画において、食料品の備蓄量（食数）が具体的に示されていた自

治体を抽出した。 

 その結果、東京都の 12市、埼玉県の 9市 6町、千葉県の 13 市、神奈川県の 5市 4町にお

いて、地域防災計画に、食料品の備蓄量が具体的に示されていた（表 2-1）。 

そこで本分析では、これら自治体と千代田区を加えた 50 の自治体を対象に分析する。 

 

（４）本分析で用いる人口 

 本報告書では、人口は、昼間人口と夜間人口を用いる。このうち、昼間人口とは、昼間時

の人口であり、夜間人口から、通勤や通学による移動する人口を増減させた人口である。夜

間人口とは、夜間時の人口であり、ある地域に常住している人口である。 
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表 2-1 本分析の対象とした自治体 

都県名 自治体名 

東京都 千代田区、八王子市、武蔵野市、青梅市、府中市、調布市、小金井市、小平市 
東村山市、国分寺市、国立市、東大和市、羽村市 

埼玉県 川越市、秩父市、飯能市、東松山市、志木市、新座市、富士見市、鶴ヶ島市 
日高市、三芳町、毛呂山町、越生町、滑川町、小川町、皆野町 

千葉県 船橋市、木更津市、松戸市、柏市、市原市、流山市、君津市、富津市、四街道市
袖ヶ浦市市、八街市、白井市、南房総市 

神奈川県 平塚市、逗子市、厚木市、座間市、南足柄市、葉山町、大井町、山北町、箱根町 

 

２．２ 東京都の自治体別の食料品の備蓄の特徴 

（１）東京都の自治体別の人口の特徴 

１）昼間人口の特徴 

 東京都 12 市の昼間人口は、八王子市が最も多く、576,240 人で、最も少ないのは、羽村

市の 51,875 人であり、7 市が 10 万人台であった。なお、千代田区の昼間人口は、853,068

人であった（表 2-2）。 

 

２）夜間人口の特徴 

 東京都 12 市の夜間人口は、八王子市が最も多く、579,355 人で、最も少ないのは、羽村

市の 54,326 人であり、羽村市は、昼間人口と夜間人口ともに最も少なかった。なお、千代

田区の夜間人口は、66,680 であった（表 2-2）。 

 

表 2-2 東京都の 1区 12市の昼間人口と夜間人口 

自治体名 昼間人口（人）4) 夜間人口（人）5) 

千代田区 853,068 66,680 

八王子市 576,240 579,355 

武蔵野市 157,319 150,149 

青梅市 124,145 133,535 

府中市 245,693 262,790 

調布市 197,864 242,614 

小金井市 104,257 126,074 

小平市 166,779 198,739 

東村山市 119,897 151,815 

国分寺市 104,735 129,242 

国立市 72,066 77,130 

東大和市 68,474 83,901 

羽村市 51,875 54,326 
昼間人口：平成 27 年 10 月 1日現在 
夜間人口：令和 2年度国勢調査結果 

 

（２）東京都の自治体別の想定避難者数と食料品の備蓄の特徴 

１）東京都の自治体別の想定避難者数 

 本分析の対象の自治体の地域防災計画などに記されていた想定避難者数が最も多いのは、

八王子市の 128,646 人で、最も少ないのは、小金井市の 19,822 人であった（表 2-3）。 
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表 2-3 東京都の 12 市と千代田区の想定避難者数 

自治体名 想定避難者数（人） 

千代田区 6) 11,076 

八王子市 7) 128,646* 

武蔵野市 8) 32,000 

青梅市 9) 22,756* 

府中市 10) 61,507 

調布市 11) 48,995 

小金井市 12) 19,822 

小平市 13) 58,129* 

東村山市 14) 36,160* 

国分寺市 15) 58,443* 

国立市 16) 42,407* 

東大和市 17) 38,210* 

羽村市 18) 24,832* 
* 想定避難者数が複数示されていたため、最も多い数字を示している。 

 

２）東京都の自治体別の食料品の備蓄の特徴 

 各自治体の地域防災計画に記されていた、食料品の種類と備蓄数量を示した。なお、ここ

では、食料品として、米飯やパンなどの主食のみを示している。 

 その結果、食料品の備蓄量（食数）が最も多いのは、八王子市で 611,200 食であった。な

お、平均は、214,011 食であった（表 2-4）。 

 備蓄している食料品の種類は、千代田区も含めた全ての自治体で、アルファ米（アルファ

化米、アルファー米含）を備蓄していた。それ以外では、クラッカーを備蓄している自治体

が 8市あった。また、お粥（おかゆ缶、おかゆ缶詰、乾燥粥を含）を備蓄している自治体も

8市あった（表 2-4）。 

 

表 2-4 東京都の 12 市で備蓄している食料品の種類と備蓄数量 

自治体名 食料品備蓄量（食） 備蓄している食料品の種類 

千代田区 7) 123,156 アルファ化米 

八王子市 19) 611,200 アルファ米、乾パン、ビスケット 

武蔵野市 9) 224,760 アルファ米、おかゆ缶詰、クラッカー、パン缶詰 

青梅市 10) 98,710* アルファ化、米乾パン類 

府中市 20) 328,518** アルファ米、乾パン、サバイバルフーズ 

調布市 21) 407,440 アルファ米、おかゆ、きのこごはん、クラッカー 

小金井市 22) 151,350 アルファ米、クラッカー、米、ビスケット 

小平市 23) 195,270 アルファ米、おかゆ缶、クラッカー 

東村山市 24) 156,110*** アルファ米、おかゆ、クラッカー、ビスケット 

国分寺市 25) 
126,655 アルファ米、おかゆ、サバイバルフーズ、 

ビスケット、餅、３日間食料セット 

国立市 17) 51,900**** アルファ米、おかゆ、クラッカー、低タンパク米 

東大和市 26) 109,604 アルファ化米、おかゆ、乾パン、クラッカー等 

羽村市 27) 
106,618 アルファー米、乾燥粥、クラッカー、災害用パン、 

サバイバルフーズ 
*東京都寄託分 13,100 食含   **東京都寄託分 18，590 食含 

***東京都寄託分 2600 食含   ****東京都寄託分含 
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（３）東京都の自治体別の食料品の備蓄の特徴 

１）昼間人口と食料品の備蓄量の特徴 

 昼間人口と食料品の備蓄量の特徴を明らかにするために、自治体ごとの昼間人口と食料

品の備蓄量のデータを散布図で図示した。 

その結果、10の自治体で、食料品の備蓄量が昼間人口より多く、2つの自治体で、昼間人

口が食料品の備蓄量より多いことが明らかとなった（図 2-1）。 

 

 

図 2-1 東京都の 12 市と千代田区の昼間人口と食料品の備蓄量の散布図 

 

２）夜間人口と食料品の備蓄量の特徴 

 夜間人口と食料品の備蓄量の特徴を明らかにするために、自治体ごとの夜間人口と食料

品の備蓄量のデータを散布図で図示した。 

その結果、8つの自治体で、食料品の備蓄量が夜間人口より多く、4つの自治体で、夜間

人口が食料品の備蓄量より多いことが明らかとなった（図 2-2）。 

 

３）想定避難者数と食料品の備蓄量の特徴 

 想定避難者数と食料品の備蓄量の特徴を明らかにするために、自治体ごとの想定避難者

数と食料品の備蓄量のデータを散布図で図示した。 

その結果、4つの自治体が想定避難者 1人当たりの食料品備蓄量が 6食以上であり、8つ

の自治体が想定避難者 1人当たりの食料品備蓄量が 6食以下であった（図 2-3）。 

 

八王子市

武蔵野市

青梅市

府中市

調布市

小金井市 小平市

東村山市
国分寺市

国立市
東大和市

羽村市

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

450,000

500,000

550,000

600,000

650,000

0 50,000 100,000 150,000 200,000 250,000 300,000 350,000 400,000 450,000 500,000 550,000 600,000 650,000

食
料
品
の
備
蓄
量
（
食
）

昼間人口（人）



6 

 

 

図 2-2 東京都の 12 市と千代田区の夜間人口と食料品の備蓄量の散布図 

 

 

図 2-3 東京都の 12 市と千代田区の想定避難者数と食料品の備蓄量の散布図 

 

２．３ 埼玉県の自治体別の食料品の備蓄の特徴 

（１）埼玉県の自治体別の人口の特徴 

１）昼間人口の特徴 

 埼玉県 9市 6町の昼間人口は、川越市が最も多く、338,663 人で、最も少ないのは、皆野

町の 9,274 人であった（表 2-5）。 

 

２）夜間人口の特徴 

 埼玉県 9市 6町の夜間人口は、川越市が最も多く、354,571 人で、最も少ないのは、皆野

町の 9,302 人であった。なお、川越市は、昼間人口と夜間人口ともに最も多く、皆野町は、

昼間人口と夜間人口ともに最も少なかった（表 2-5）。 
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表 2-5 埼玉県の 9市 6町の昼間人口と夜間人口 

自治体名 昼間人口（人）28) 夜間人口（人）5) 

川越市 338,663 354,571 

秩父市 61,037 59,674 

飯能市 72,051 80,361 

東松山市 91,731 91,791 

志木市 57,485 75,346 

新座市 138,995 166,017 

富士見市 79,986 111,859 

鶴ヶ島市 56,715 70,117 

日高市 53,911 54,571 

三芳町 45,060 38,434 

毛呂山町 34,604 35,366 

越生町 10,373 11,029 

滑川町 18,018 19,732 

小川町 25,606 28,524 

皆野町 9,274 9,302 
昼間人口：平成 27 年 10 月 1日現在 
夜間人口：令和 2年度国勢調査結果参照 

 

（２）埼玉県の自治体別の想定避難者数と食料品の備蓄の特徴 

１）埼玉県の自治体別の想定避難者数 

 本分析の対象の自治体の地域防災計画などに記されていた想定避難者数が最も多いのは、

川越市の 18,006 人で、最も少ないのは、皆野町の 105 人であった（表 2-6）。 

 

表 2-6 埼玉県の 9市 6町の想定避難者数 4)～16) 

自治体名 想定避難者数（人） 

川越市 29) 18,006 

秩父市 30) 6,272* 

飯能市 31) 608 

東松山市 32) 12,705** 

志木市 33) 1,569** 

新座市 34) 12,458 

富士見市 35) 6,181 

鶴ヶ島市 36) 3,162 

日高市 37) 361 

三芳町 38) 327*** 

毛呂山町 39) 581*** 

越生町 40) 361 

滑川町 41) 1,500 

小川町 42) 810 

皆野町 39) 105*** 
* 被害想定を土砂災害としている。  
** 発災 1日後の想定避難者数が複数示されていたため、最も多い数字を示している。 
***発災 1週間後の避難者数を想定している。 
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２）埼玉県の自治体別の食料品の備蓄の特徴 

 各自治体の地域防災計画に記されていた、食料品の種類と備蓄数量を示した。なお、ここ

では、食料品として、米飯やパンなどの主食のみを示している。 

 その結果、食料品の備蓄量（食数）が最も多いのは、川越市の 206,834 食であった。なお、

平均は、41,797 食であった（表 2-7）。 

 備蓄している食料品の種類は、全ての自治体で、アルファ米（アルファ化米、アルファー

米含）や、ごはんを備蓄していた。それ以外では、パン類（缶入りパン、ソフトパン、缶入

りソフトパン、非常食用パン、缶詰パン）を備蓄している自治体が 6市あった（表 2-7）。 

 

表 2-7 埼玉県の 9市 6町で備蓄している食料品の種類と備蓄数量 

自治体名 食料品備蓄量（食） 備蓄している食料品の種類 

川越市 43) 206,834 アルファ米、栄養調整食品、おかゆ、缶入りパン、 
サバイバルフーズ、保存用ビスコ 

秩父市 44) 50,786 アルファ米、乾パン 

飯能市 45) 20,808 米・アルファ米、缶詰主食 

東松山市 46) 48,928 アルファ米、乾パン、ビスケット 

志木市 47) 46,000 アルファ米、乾燥がゆ 

新座市 48) 120,000 アルファ米、クラッカー 

富士見市 49) 22,342 アルファ米、ソフトパン、ビスケット 

鶴ヶ島市 50) 18,810 アルファ化米、サバイバルフーズ 

日高市 51) 16,960 アルファ米、非常食セット、米飯保存食  

三芳町 38) 27,794 アルファ米、缶入りソフトパン、災害救助用ビスケット、 
サバイバルフーズ 

毛呂山町 52) 10,000 アルファ米 

越生町 53) 11,169 アルファ米、缶入りパン、ビスケット 

滑川町 54) 2,430 ごはん、非常食用パン、ビスケット 

小川町 55) 19,094 アルファ米、缶詰パン、クッキー 

皆野町 56) 5,000 アルファ米 

 

（３）埼玉県の自治体別の食料品の備蓄の特徴 

１）昼間人口と食料品の備蓄量の特徴 

 昼間人口と食料品の備蓄量の特徴を明らかにするために、自治体ごとの昼間人口と食料

品の備蓄量のデータを散布図で図示した。 

その結果、1町で、食料品の備蓄量が昼間人口より多く、9市 5町で、昼間人口が食料品

の備蓄量より多いことが明らかとなった（図 2-4）。 

 

２）夜間人口と食料品の備蓄量の特徴 

 夜間人口と食料品の備蓄量の特徴を明らかにするために、自治体ごとの夜間人口と食料

品の備蓄量のデータを散布図で図示した。 

その結果、昼間人口と同様に、町で、食料品の備蓄量が昼間人口より多く、9 市 5 町で、

昼間人口が食料品の備蓄量より多いことが明らかとなった（図 2-5）。 
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図 2-4 埼玉県の 9市 6町の昼間人口と食料品の備蓄量の散布図 

 

 

図 2-5 埼玉県の 9市 6町の夜間人口と食料品の備蓄量の散布図 

 

３）想定避難者数と食料品の備蓄量の特徴 

 想定避難者数と食料品の備蓄量の特徴を明らかにするために、自治体ごとの想定避難者

数と食料品の備蓄量のデータを散布図で図示した。 

その結果、6市 5町が想定避難者 1人当たりの食料品備蓄量が 6食以上であり、3市 1町

で想定避難者 1人当たりの食料品備蓄量が 6食以下であった（図 2-6）。 
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図 2-6 埼玉県の 9市 6町の想定避難者数と食料品の備蓄量の散布図 

 

２．４ 千葉県の自治体別の食料品の備蓄の特徴 

（１）千葉県の自治体別の人口の特徴 

１）昼間人口の特徴 

 千葉県 13 市の昼間人口は、船橋市が最も多く、524,471 人で、最も少ないのは、南房総

市の 35,246 人であり、6市が 10 万人以上であった（表 2-8）。 

 

２）夜間人口の特徴 

 千葉県 13 市の夜間人口は、船橋市が最も多く、644,019 人で、最も少ないのは、南房総

市の 34,871 人であり、南房総市は、昼間人口と夜間人口ともに最も少なかった（表 2-8）。 

 

表 2-8 千葉県の 13 市の昼間人口と夜間人口 

自治体名 昼間人口（人）28) 夜間人口（人）57) 

船橋市 524,471 644,019  

木更津市 131,104 136,122  

松戸市 396,635 498,232  

柏市 374,159 429,918  

市原市 257,856 266,854  

流山市 130,524 205,461  

君津市 83,775 81,032  

富津市 41,990 41,454  

四街道市 72,482 94,308  

袖ヶ浦市 57,769 64,369  

八街市 57,170 66,430  

白井市 50,862 62,046  

南房総市 35,246 34,871  

昼間人口：平成 27 年 10 月 1 日現在 

夜間人口：令和 2 年度国勢調査結果参照 
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（２）千葉県の自治体別の想定避難者数と食料品の備蓄の特徴 

１）千葉県の自治体別の想定避難者数 

 本分析の対象の自治体の地域防災計画などに記されていた想定避難者数が最も多いのは、

柏市の 57,340 人で、最も少ないのは、八街市の 780 人であった（表 2-9）。 

 

表 2-9 千葉県の 13 市の想定避難者数 

自治体名 想定避難者数（人） 

船橋市 58) 39,000 

木更津市 59) 47,748 

松戸市 60) 23,310 

柏市 61) 57,340 

市原市 62) 43,000 

流山市 63) 25,520 

君津市 64) 42,800 

富津市 65) 21,239 

四街道市 66) 12,009 

袖ヶ浦市 67) 6,000 

八街市 68) 780 

白井市 69) 2,011 

南房総市 70) 3,557 

 

２）千葉県の自治体別の食料品の備蓄の特徴 

 各自治体の地域防災計画に記されていた、食料品の種類と備蓄数量を示した。なお、ここ

では、食料品として、米飯やパンなどの主食のみを示している。 

その結果、最も多くの食数を備蓄していたのは、柏市の 296,287 食で、平均は、118,279

食であった（表 2-10）。 

 

表 2-10 千葉県の 13 市で備蓄している食料品の種類と備蓄数量 

自治体名 食料品備蓄量（食） 備蓄している食料品の種類 

船橋市 58) 244,350 クラッカー等 

木更津市 71) 51,170 アルファー米、サバイバルフーズ、保存用ビスケット 

松戸市 72) 139,394* アルファ米、アレルギーフリークッキー、梅がゆ 
クッキー、サバイバルフーズ 

柏市 61) 296,287 保存食 

市原市 73) 258,403 アルファ化米、サバイバルフーズ、調理不要米飯 
パン、ファミリーセット 

流山市 74) 213,430 アルファ米、お粥、クラッカー、ドライフード 
ライスクッキー  

君津市 75) 62,570 アルファー米、サバイバルフーズ、雑炊 

富津市 76) 10,970 アルファ化米、白がゆ 

四街道市 77) 124,030 アルファ米、缶入りソフトパン、乾パン類 

袖ヶ浦市 78) 56,020 アルファー米、サバイバルフーズ 

八街市 79) 11,500 非常食 

白井市 80) 16,758 アルファ米・パン・ビスケット、おかゆ 

南房総市 73) 52,740 アルファ米、カレーライス、パン 
*松戸市の備蓄量は、「アルファ米」と「梅がゆ」を 1箱 50 食として計算した。 
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 備蓄している食料品の種類は、10 市で、アルファ米（アルファ化米、アルファー米含）を

備蓄していた。それ以外では、サバイバルフーズを備蓄している自治体が 5 市、おかゆ類

（梅がゆ、お粥、白がゆ、雑炊）を備蓄している自治体が 5市であった（表 2-10）。 

 

（３）千葉県の自治体別の食料品の備蓄の特徴 

１）昼間人口と食料品の備蓄量の特徴 

 昼間人口と食料品の備蓄量の特徴を明らかにするために、自治体ごとの昼間人口と食料

品の備蓄量のデータを散布図で図示した。 

その結果、4自治体で、食料品の備蓄量が昼間人口より多く 9自治体で、昼間人口が食料

品の備蓄量より多いことが明らかとなった（図 2-7）。 

 

２）夜間人口と食料品の備蓄量の特徴 

 夜間人口と食料品の備蓄量の特徴を明らかにするために、自治体ごとの夜間人口と食料

品の備蓄量のデータを散布図で図示した。 

その結果、3 自治体で、食料品の備蓄量が夜間人口より多く 10 自治体で、夜間人口が食

料品の備蓄量より多いことが明らかとなった（図 2-8）。 

 

３）想定避難者数と食料品の備蓄量の特徴 

 想定避難者数と食料品の備蓄量の特徴を明らかにするために、自治体ごとの想定避難者

数と食料品の備蓄量のデータを散布図で図示した。 

その結果、7市が想定避難者 1人当たりの食料品備蓄量が 6食以上であり、6市が想定避

難者 1人当たりの食料品備蓄量が 6食以下であった（図 2-9）。 

 

 

図 2-7 千葉県の 13 市の昼間人口と食料品の備蓄量の散布図 
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図 2-8 千葉県の 13 市の夜間人口と食料品の備蓄量の散布図 

 

 

図 2-9 千葉県の 13 市の想定避難者数と食料品の備蓄量の散布図 

 

２．５ 神奈川県の自治体別の食料品の備蓄の特徴 

（１）神奈川県の自治体別の人口の特徴 

１）昼間人口の特徴 

 神奈川県 5市 4 町の昼間人口は、厚木市が最も多く、260,884 人で、最も少ないのは、山

北町の 10,205 人であった。なお、10 万人以上の自治体は 3市であった（表 2-11）。 

 

２）夜間人口の特徴 

 神奈川県 5市 4 町の夜間人口は、平塚市が最も多く、258,422 人で、最も少ないのは、山

北町の 91,761 人であり、山北町は、昼間人口と夜間人口ともに最も少ない。なお、10 万人

以上の自治体は 3市で、その他の 2市 4町は 6万人以下であった（表 2-11）。 
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表 2-11 神奈川県の 5市 4町の昼間人口と夜間人口 

自治体名 昼間人口（人）82) 夜間人口（人）5) 

平塚市 256,896 258,422 

逗子市 46,218 57,060 

厚木市 260,884 223,705 

座間市 107,720 132,325 

南足柄市 37,365 40,841 

葉山町 24,059 31,665 

大井町 14,547 17,129 

山北町 10,205 9,761 

箱根町 17,853 11,293 

昼間人口：平成 27 年 10 月 1日現在 

夜間人口：令和 2年度国勢調査結果参照 

 

（２）神奈川県の自治体別の想定避難者数と食料品の備蓄の特徴 

１）神奈川県の自治体別の想定避難者数 

 本分析の対象の自治体の地域防災計画などに記されていた想定避難者数が最も多いの

は、平塚市の 177,440 人で、最も少ないのは、箱根町の 2,530 人であった（表 2-12）。 

 

表 2-12 神奈川県の 5市 4町の想定避難者数 83) 

自治体名 想定避難者数（人） 

平塚市 177,440 

逗子市 40,660 

厚木市 123,860 

座間市 57,360 

南足柄市 30,580 

葉山町 17,450 

大井町 13,470 

山北町 8,430 

箱根町 2,530 

 

２）神奈川県の自治体別の食料品の備蓄の特徴 

 各自治体の地域防災計画に記されていた、食料品の種類と備蓄数量を示した。なお、ここ

では、食料品として、米飯やパンなどの主食のみを示している。 

その結果、最も多くの食数を備蓄しているのは、厚木市の 324,988 食で、平均では 79,750

食であった（表 2-13）。 

 備蓄している食料品の種類は、4市 3町で、アルファ米（アルファ化米、アルファ米セッ

ト含）や、ごはん類（五目ごはん、わかめごはん）を備蓄している。それ以外では、サバイ

バルフーズを備蓄している自治体が 2 市 3 町あった。なお、厚木市は、10 種類の食料品を

備蓄していた（表 2-13）。 
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表 2-13 神奈川県の 5市 4町で備蓄している食料品の種類と備蓄数量 

自治体名 食料品備蓄量（食） 備蓄している食料品の種類 

平塚市 84) 114,382 長期保存食 

逗子市 85) 80,100 アルファ米、おかゆ、クラッカー、ビスケット 

厚木市 86) 324,988 アレルゲンフリーカレーライス、おかゆ、 
缶入りソフトパン、クラッカー、五目ごはん 
サバイバルフーズ、ビスケット、野菜シチュー 
ライスクッキー、わかめごはん 

座間市 87) 92,500 アルファ化米 

南足柄市 88) 20,500 アルファ米セット、サバイバルフーズ、 
非常用ミキサー食、レトルト食品  

葉山町 89) 41,380 梅粥、シチュー、雑炊、和風リゾット 

大井町 90) 20,840 アルファ米、サバイバルフーズ 

山北町 91) 8,710 アルファ米、サバイバルフーズ 

箱根町 92) 14,348 アルファ米、サバイバルフーズ、ビスケット、レトルト米 

 

（３）神奈川県の自治体別の食料品の備蓄の特徴 

１）昼間人口と食料品の備蓄量の特徴 

 昼間人口と食料品の備蓄量の特徴を明らかにするために、自治体ごとの昼間人口と食料

品の備蓄量のデータを散布図で図示した。 

その結果、3市 2町で、食料品の備蓄量が昼間人口より多く、2市 2町で、昼間人口が食

料品の備蓄量より多いことが明らかとなった（図 2-10）。 

 

 

図 2-10 神奈川県の 5市 4町の昼間人口と食料品の備蓄量の散布図 

 

２）夜間人口と食料品の備蓄量の特徴 

 夜間人口と食料品の備蓄量の特徴を明らかにするために、自治体ごとの夜間人口と食料

品の備蓄量のデータを散布図で図示した。 

その結果、2市 3町で、食料品の備蓄量が夜間人口より多く、3市 1町で、夜間人口が食

料品の備蓄量より多いことが明らかとなった（図 2-11）。 
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図 2-11 神奈川県の 5市 4町の夜間人口と食料品の備蓄量の散布図 

 

３）想定避難者数と食料品の備蓄量の特徴 

 想定避難者数と食料品の備蓄量の特徴を明らかにするために、自治体ごとの想定避難者

数と食料品の備蓄量のデータを散布図で図示した。 

その結果、1市 2町が想定避難者 1人当たりの食料品備蓄量が 2食以上であり、その他の

4市 2町で想定避難者 1人当たりの食料品備蓄量が 2食以下であった（図 2-12）。 

 

 

図 2-12 神奈川県の 5市 4町の想定避難者数と食料品の備蓄量の散布図  
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３章 首都圏の自治体の備蓄実態のヒアリング調査 

３．１ ヒアリング調査の目的とヒアリング項目 

（１）ヒアリング調査の目的とヒアリング調査対象 

 首都圏の 6 自治体を対象に、備蓄物資の備蓄実態を明らかにすることを目的にヒアリン

グ調査を実施した。 

 ヒアリング調査の対象は、首都圏の自治体のうち、食料品などの備蓄に特徴があった自治

体を選定した。具体的には、東京都は 2つの自治体、埼玉県は 1つの自治体、千葉県は 1つ

の自治体、神奈川県は 2つの自治体を対象とした。なお、神奈川県の 1つの自治体は、メー

ルで回答をいただいた。 

 

（２）ヒアリング調査におけるヒアリング項目 

 ヒアリング調査では、自治体の防災関連の担当者に、①避難所の位置づけ、②備蓄日数、

③備蓄している食料品の種類、④新型コロナウイルス感染症への対応、⑤備蓄物資の備蓄場

所、⑥備蓄実態など防災に係る情報の市民への伝達方法の 6項目についてヒアリングした。 

 

３．２ ヒアリング調査の結果 

（１）避難所の位置づけの回答結果 

 各自治体の避難所の位置づけでは、自治体 Aは、居住地域（町会や自治会単位）で避難場

所が割り当てられていた。自治体 Cは、自治体 Aと同様に居住地域（町会や自治会単位）で

避難場所が割り当てられていた。しかし、割り当てられた場所以外への避難も可能としてい

た。それ以外の自治体（B、D、E）は、どの避難場所に避難しても良いとしていた（表 3-1）。 

自治体 A や自治体 C のように、避難場所を居住地域で割り当てた場合は、避難場所には

当該地域の住民のみが避難するため、避難できていない人の把握が容易になる。一方、その

他の自治体のように、避難場所を居住地域で割り当てない場合は、居住地域に係らず住民が

避難しやすい場所に避難することができる。 

なお、避難場所を居住地域で割り当てない理由のひとつとして、新型コロナウイルス感染

症拡大により、避難所においても感染症予防対策が必要となり、従来想定していた避難所の

収容人数を大幅に削減する必要が生じたこともあげていた。 

 

（２）備蓄日数の回答結果 

 各自治体における食料品などの備蓄日数は、自治体 A、自治体 C、自治体 E、自治体 F で

は、想定避難者の 3 日分の食料品の備蓄を計画していた。一方、自治体 B、自治体 D では、

想定避難者の 1.5 日分の食料品の備蓄を計画していた。なお、想定避難者の 1.5 日分の食

料品の備蓄を計画している自治体では、残りの 1.5 日分は、都や県の備蓄物資が届けられる

ことになっていた（表 3-1）。 
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（３）備蓄している食料品の種類の回答結果 

 各自治体で備蓄している食料品の種類は、自治体 Aでは、白米と缶詰を備蓄していた。 

自治体 Bでは、お湯を使わなくても食べることができるものを備蓄していた。さらに、あ

る程度の好みも考慮していた。 

自治体 Cでは、水を使わなくても食べられるものを備蓄していた。さらに、ゴミが出ない

ことや重くないことなど、消費後のことや食料品を運ぶことについても考慮していた。 

自治体 Dでは、すぐ食べられる複数の味の個食単位の食料品を備蓄していた。 

自治体 Eでは、必要最低限の種類の食料品を備蓄していた。自治体 Fは、高齢者に配慮し

た食料品を備蓄していた。さらに、アルファ米とクラッカーは 2:1 の割合で備蓄していた。 

なお、各自治体とも、アレルギーへの対応は実施済みであった（表 3-1）。 

 

（４）新型コロナウイルス感染症への対応 

 各自治体の新型コロナウイルス感染症への対応については、自治体 C、自治体 Dおよび自

治体 E では、新型コロナウイルス感染症拡大にともない、備蓄物資の見直をおこなってい

た。その結果、衛生用品などの備蓄が必要となり、備蓄量が増えたとのことであった。なお、

自治体 Dは、上記の対応に加えて、個食の備蓄を増やした（表 3-1）。 

 

（５）備蓄物資の備蓄場所の回答結果 

 各自治体の備蓄物資の備蓄場所は、自治体 Aでは、備蓄倉庫に備蓄物資を備蓄しており、

発災後、各避難所に備蓄物資を配送する計画であった。 

自治体 Bと自治体 Dでは、役所と避難所に備蓄物資を備蓄しており、発災後、必要に応じ

て、各避難所に備蓄物資を配送する計画であった。 

自治体 Cでは、避難所と備蓄倉庫に備蓄物資を備蓄しており、発災後、必要に応じて各避

難所に備蓄物資を配送する計画であった。 

自治体 Eと自治体 Fでは、役所と避難所と備蓄倉庫に備蓄物資を備蓄しており、発災後、

必要に応じて各避難所に備蓄物資を配送する計画であった（表 3-1）。 

 

（６）防災に係る情報の市民への伝達方法の回答結果 

 各自治体の防災に係る情報の市民への伝達方法は、自治体 A では、SNS や HP による発信

や冊子を配布するなどの方法によって、防災に係る情報を住民に伝達していた。 

自治体 Bでは、SNS やメールによる発信や、自主防災組織を対象とした講演会の実施など

の方法によって、防災に係る情報を住民に伝達していた。 

自治体 Cでは、メールや、自主防災組織との意見交換会の実施などの方法によって、防災

に係る情報を住民に伝達していた。 

自治体 D では、SNS や HP による発信やポスターの掲示、および学校などでの防災訓練時

の呼びかけなどの方法によって、防災に係る情報を住民に伝達していた。 
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自治体 Eでは、メールや防災無線などの方法によって、防災に係る情報を住民に伝達して

いた（表 3-1）。 

なお、各自治体のヒアリングの結果、これらの情報を積極的に受け取る人は、防災意識の

高い人が多く、それ以外の住民にどのように防災に関する情報を伝達していくのかが課題

であると述べていた。 

 

表 3-1 首都圏の自治体の備蓄物資の備蓄実態のヒアリング調査結果 

 自治体 A 自治体 B 自治体 C 自治体 D 自治体 E 自治体 F 

避難所の
位置づけ 

居住地域で
特定 

自由 居住地域で
特定 

自由 自由  - 

備蓄日数 3 日 1.5 日 3 日 1.5 日 3 日 3 日 

食料品の
種類 

白米、缶詰 お湯を使わ
ないもの。 
好 み を 考
慮。 

水を使わな
いもの。 
ゴミが出な
いもの。 
重くないも
の。 

すぐ食べら
れるもの。 
個食できる
ものもの。 

必要最低限
の種類の食
料品 

高 齢 者 に
配 慮 し た
もの。 

新型コロ
ナウイル
ス感染症
への対応 

- - 備蓄物資の
見直し 
 

備蓄物資の
見直し 
個食の備蓄
の増加 

備蓄物資の
見直し 

- 

備蓄物資
の備蓄場
所 

備蓄倉庫 役所 
避難所 

避難所 
備蓄倉庫 

役所 
避難所 

役所 
避難所 
備蓄倉庫 

役所 
避 難 所 備
蓄倉庫 

防災に係
る情報の
市民への
伝達方法 

SNS、HP、 
冊子配布 

SNS、メー
ル、自主防
災組織を対
象とした講
演会実施 

メール、自
主防災組織
との意見交
換会実施 

HP、ポスタ
ー、SNS、学
校などでの
防災訓練時
の呼びかけ 

メール、防
災無線 

- 

 

３．３ ヒアリング調査の考察 

①ヒアリング調査の結果から、食料品などの備蓄についての留意点が明らかとなった。 

避難場所が居住地域で割り当てられていない場合は、避難所の想定避難者数が特定できな

くなる。そのため、避難所で食料品などを備蓄している場合は、備蓄している物資量では不

足することも考えられる。この場合は、避難所までの食料品などの輸送が必要となり、結果

として避難者への食料品などの提供が遅くなることが想定される。そのため、各自で食料品

などを準備するとともに、避難場所まで持って行くことを考える必要がある。 

②各自治体で備蓄している食料品などの数量は、想定避難者数を前提として計画してい

た。つまり、住民全員分の食料品などを備蓄する計画ではない。そのため、各自で食料品な

どを備蓄する必要もある。 

③各自治体で備蓄している食料品の種類については、様々な工夫をしている自治体もあ

るものの、ある程度に限定されていた。このことから、避難所に避難する場合は、避難所で

は、必要最低限の食料品などが備蓄されていると考え、それ以外に必要なものがある場合は、
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各自で準備し避難場所まで持って行くことを考える必要がある。 

④備蓄物資の備蓄場所は、自治体 Aを除いて、一定数の食料品などの備蓄物資が各避難所

で備蓄されていた。ただし、自治体 Aのように、各避難所で備蓄していない場合もある。こ

のことから、備蓄物資が届くまでに必要な食料品などは、各自で準備する必要もある。 

 ⑤備蓄実態など防災に係る情報の市民への伝達は、各自治体ともに積極的にしていた。し

かしながら、現状では、伝達が不十分であると感じている自治体も多くあった。防災に係る

情報には、避難所での備蓄の有無や、避難所の備蓄量や備蓄している食料品などの種類など

の情報が含まれている。このことから、これらの情報を住民が積極的に入手し、自治体が備

蓄している食料品などの種類では不足すると考えられる場合には、その不足していると考

えられる食料品などを各自で準備する必要がある。 

 

  



21 

 

４章 既存の資料にもとづく家庭で備蓄すべき物資の特徴 

４．１ 家庭で備蓄すべき物資の特徴を示す既存の資料と検討方法 

（１）家庭で備蓄すべき物資の特徴を示す資料 

 家庭で備蓄すべき物資を具体的に示している資料として、東京備蓄ナビがある。ここでは、

この資料を用いて、家庭で備蓄すべき物資の特徴を明らかにする。 

東京備蓄ナビとは、災害に備えるために家庭で備蓄すべき品目や数量を、一緒に住んでい

る人の性別・年代、住居の種類、ペット飼育の有無などを選択することで、具体的にリスト

で示すことができる web サイトである 93)。 

 

（２）家庭で備蓄すべき物資の特徴の検討方法 

 ここでは、性別や年齢の違いによる、家庭で備蓄する必要があると考えられる物資の特徴

を明らかにするために、東京備蓄ナビに示されている家庭で備蓄すべき品目の違いを、①成

人男性、②成人女性、③高齢者、④乳幼児の４分類で示した（表 4-1）。 

 

４．２ 家庭で備蓄すべき物資の特徴 

（１）家庭で備蓄すべき食料品の特徴 

 東京備蓄ナビによる家庭で必要な備蓄品として、水、食料品、日用品が示されている。こ

れらの品目のうち 50 品目が、年齢（乳幼児を除く）や性別に関係なく示されていた。 

 食料品は、高齢者と乳幼児に特徴があった（表 4-1）。具体的には、高齢者では上記 50 品

目に加えて、おかゆが含まれていた。一方、乳幼児では、粉ミルクや液体ミルク、およびア

レルギー対応離乳食のみが含まれていた。なお、乳幼児のミルクでは、スティックタイプの

粉ミルクと液体タイプが示されていた。これは、粉ミルクは、開封後もある程度の期間は品

質が保持できる。しかし、調乳や哺乳瓶なども必要となる。一方、液体ミルクは、開封後は

飲み残しを捨てる必要がある。しかし、調乳が不要となり手間が生じない 93)。このことか

らミルクは、避難時の避難場所などの状況も想定し、適切なものを備蓄する必要がある。 

 

（２）家庭で備蓄すべき日用品の特徴 

日用品は、女性に特徴が見られた(表 4-1)。具体的には、女性では上記 50品目に加えて、

基礎化粧品が含まれていた。これは避難生活が長期化すると、普段使用している基礎化粧品

がなくなることが想定される。そのため、普段使用している基礎化粧品を普段から多めに準

備する必要があると考えられる。 

なお、備蓄すべき日用品として、ラップやアルミホイルが含まれていた。これらは食品の

保存や調理だけに使用するのではなく、断水時に食器にラップを被せることで食器の汚れ

を防ぐことができるため、衛生対策となるとともに、食器の洗浄が不要となり、節水につな

がる。すなわち、普段使用しているものが、災害時に別の用途で使用できることもある。そ 
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のため、これらの品目は、普段から多めに準備する必要があると考えられる。 

 

表 4-1 家庭で備蓄すべき物資 93)

 

男性 女性 高齢者 乳幼児

1 水 水 水 水

2 レトルトご飯 レトルトご飯 レトルトご飯

3 レトルト食品 レトルト食品 レトルト食品

4 缶詰 缶詰 缶詰

5 栄養補助食品 栄養補助食品 栄養補助食品

6 野菜ジュース 野菜ジュース 野菜ジュース

7 チーズ・プロテインバー等 チーズ・プロテインバー チーズ・プロテインバー

8 健康飲料粉末 健康飲料粉末 健康飲料粉末

9 調味料セット 調味料セット 調味料セット

10 乾麺　即席麺 乾麺　即席麺 乾麺　即席麺

11 無洗米 無洗米 無洗米

12 飲み物 飲み物 飲み物

13 お菓子 お菓子 お菓子

14 果物の缶詰 果物の缶詰 果物の缶詰

15 除菌ウェットティッシュ 除菌ウェットティッシュ 除菌ウェットティッシュ 除菌ウェットティッシュ

16 アルコールスプレー アルコールスプレー アルコールスプレー アルコールスプレー

17 マスク マスク マスク

18 口内洗浄液 口内洗浄液 口内洗浄液

19 救急箱 救急箱 救急箱 救急箱

20 常備薬 常備薬 常備薬 常備薬

21 カセットコンロ カセットコンロ カセットコンロ カセットコンロ

22 カセットボンベ カセットボンベ カセットボンベ

23 ラップ ラップ ラップ ラップ

24 ポリ袋 ポリ袋 ポリ袋 ポリ袋

25 ビニール手袋 ビニール手袋 ビニール手袋 ビニール手袋

26 アルミホイル アルミホイル アルミホイル アルミホイル

27 トイレットペーパー トイレットペーパー トイレットペーパー トイレットペーパー

28 ティッシュペーパー ティッシュペーパー ティッシュペーパー ティッシュペーパー

29 懐中電灯 懐中電灯 懐中電灯 懐中電灯

30 乾電池 乾電池 乾電池

31 点火棒 点火棒 点火棒 点火棒

32 使い捨てカイロ 使い捨てカイロ 使い捨てカイロ

33 使い捨てコンタクトレンズ 使い捨てコンタクトレンズ 使い捨てコンタクトレンズ

34 携帯電話充電器 携帯電話充電器 携帯でンア充電器

35 布製ガムテープ 布製ガムテープ 布製ガムテープ 布製ガムテープ

36 軍手 軍手 軍手

37 新聞紙 新聞紙 新聞紙

38 手回し充電式などのラジオ 手回し充電式などのラジオ 手回し充電式などのラジオ 手回し充電式などのラジオ

39 簡易トイレ 簡易トイレ 簡易トイレ

40 マルチツール マルチツール マルチツール マルチツール

41 給水袋 給水袋 給水袋 給水袋

42 ポータブルストーブ ポータブルストーブ ポータブルストーブ ポータブルストーブ

43 フリーズドライ食品 フリーズドライ食品 フリーズドライ食品

44 乾物 乾物 乾物

45 歯磨き用ウェットティッシュ 歯磨き用ウェットティッシュ 歯磨き用ウェットティッシュ

46 ウェットボディタオル ウェットボディタオル ウェットボディタオル ウェットボディタオル

47 LEDランタン LEDランタン LEDランタン LEDランタン

48 ヘッドライト ヘッドライト ヘッドライト ヘッドライト

49 クーラーボックス クーラーボックス クーラーボックス クーラーボックス

50 リュックサック リュックサック リュックサック リュックサック

51 生理用品 おかゆ 粉ミルク　スティックタイプ

52 基礎化粧品 入れ歯洗浄液 液体ミルク

53 処方箋薬 アレルギー対応離乳食

54 補聴器用電池 オムツ

55 おしりふき

56 使い捨て哺乳瓶
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５章 家庭での食料品などの備蓄実態のアンケート調査 

５．１ アンケート調査の目的と方法 

（１）アンケート調査の目的と調査項目 

 アンケートは、家庭において、食料品などをどの程度備蓄しているかを明らかにすること

を目的に実施した。 

 上記の目的に合わせて、以下の 7項目を調査した。 

①回答者の住居（戸建て、アパート・マンション、その他）、②家庭での備蓄量（日数）、

③生活必需品（トイレットペーパー、ティッシュペーパー、ライター、カセットコンロ、生

理用品、オムツなど）を災害を想定して多めに持っているか。④普段食べている加工食品を

意識して多く購入しているか。⑤ローリングストックという言葉を知っているか。⑥自身が

居住している自治体の備蓄実態を把握しているか。⑦個人的に必要なもの(薬など)を非常

時に持って行ける状態にあるか。また、上記 7項目以外に、回答者の千代田区に在住又は通

勤・通学の有無も聞いている。なお、千代田区に在住又は通勤・通学の回答者数は 6人で全

体の約 15.8%であった。 

 

（２）アンケート調査の方法 

 アンケート調査は、2022 年 1月 5日から 2月 5日まで、Google フォームを用いて実施し

た。本アンケートでは、アンケート先の URL を、ちよだコミュニティラボの HP94)へ掲載し

ていただくとともに、メールマガジンで配信していただいた。なお、アンケート回答者数は、

38 件であった。 

 

５．２ アンケート調査結果 

（１）現在居住している住居のアンケート結果 

 現在居住している住居のアンケートの結果、アパート・マンションに居住しているとの回

答が最も多く、全体の約 71.1%であった。次に多いのは、戸建てで、全体の約 23.7%を占め

ていた（表 5-1）。 

 

表 5-1 現在居住している住居 

住居の区分 回答者数 割合(%) 

アパート・マンション 27 71.1% 

戸建て 9 23.7% 

テナントビル 1 2.6% 

ビル内自宅 1 2.6% 

合計 38 100.0% 
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（２）家庭での備蓄量（日数）のアンケート結果 

 家庭での備蓄量（日数）のアンケートの結果、3 日分の備蓄を持っているとの回答が最も

多く、全体の約 36.8%を占めていた。次に多いのは、0 日分で全体の約 26.3%を占めてい

た。なお、5 日以上の備蓄を持っているとの回答も約 13.2%あった（表 5-2）。 

 

表 5-2 家庭での備蓄量（日数） 

備蓄日数 回答者数 割合(%) 

0 日分 10 26.3% 

1 日分 2 5.3% 

2 日分 3 7.9% 

3 日分 14 36.8% 

4 日分 2 5.3% 

5 日分 2 5.3% 

それ以上 5 13.2% 

合計 38 100.0% 

 

（３）生活必需品の備蓄を普段より多めに持っているかのアンケート結果 

 生活必需品の備蓄を普段より多めに持っているかのアンケートの結果、「いいえ」の回答

が最も多く、全体の約 65.8%を占めていた。一方、「はい」の回答は、全体の約 34.2%を占め

ていた（表 5-3）。 

 

表 5-3 生活必需品の備蓄を普段より多めに持っているか 

生活必需品の備蓄を普段より多めに持っているか 回答者数 割合(%) 

はい 13 34.2% 

いいえ 25 65.8% 

総計 38 100.0% 

 

（４）加工食品を意識して多く購入しているかのアンケート結果 

 加工食品を意識して多く購入しているかのアンケートの結果、「いいえ」の回答が最も多

く、全体の約 73.7%を占めていた。一方、「はい」の回答は、全体の約 26.3%を占めていた（表

5-4）。 

 

表 5-4 生活必需品の備蓄を普段より多めに持っているか 

加工食品を意識して多く購入しているか 回答者数 割合(%) 

はい 10 26.3% 

いいえ 28 73.7% 

総計 38 100.0% 
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（５）ローリングストックの認知度のアンケート結果 

 ローリングストックの認知度のアンケートの結果、「いいえ」の回答が最も多く、全体の

約 81.6%を占めていた。一方、「はい」の回答は、全体の約 18.4%を占めていた（表 5-5）。 

 なお、ローリングストックとは、「普段から多めに食材や加工品を購入し、使用した分を

新たに購入することで、常に一定量の食材や加工品を自宅に備蓄しておく方法」95)である。

この方法は、食料品だけでなく、生活必需品にも活用することができる。 

 

表 5-5 ローリングストックの認知度 

ローリングストックの認知度 回答者数 割合(%) 

はい 7 18.4% 

いいえ 31 81.6% 

総計 38 100.0% 

 

（６）自身が居住している自治体の備蓄実態の認知度のアンケート結果 

 自身が居住している自治体の備蓄実態の認知度のアンケートの結果、「いいえ」の回答が

最も多く、全体の約 97.4%を占めていた。一方、「はい」の回答は、全体の約 2.6%を占めて

いた（表 5-6）。 

 

表 5-6 自身が居住している自治体の備蓄実態の認知度 

自身が居住している自治体の備蓄実態の認知度 回答者数 割合(%) 

はい 1 2.6% 

いいえ 37 97.4% 

総計 38 100.0% 

 

（７）個人的に必要なものを非常時に持ち出せる状態にあるかのアンケート結果 

 個人的に必要なものを非常時に持ち出せる状態にあるかのアンケートの結果、「いい

え」の回答が最も多く、全体の約 73.7%を占めていた。一方、「はい」の回答は、全体の約

26.3%を占めていた（表 5-7）。 

 

表 5-7 個人的に必要なものを非常時に持ち出せる状態にあるか 

個人的に必要なものを非常時に持ち出せる状態にあるか 回答者数 割合(%) 

はい 10 26.3% 

いいえ 28 73.7% 

総計 38 100.0% 
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５．３ アンケート結果の考察 

 アンケート調査の結果、家庭での備蓄量（日数）は、3 日以上との回答が全体の約 60.5%

を占めている一方で、全く備蓄をしていない家庭も 26.3%もあった。 

 また、生活必需品や加工食品を普段より多めに持っていたり、購入していないとの回答が

多く、両方とも「いいえ」と回答した回答者数が 20 人で全体の約 52.6%であった。一方で、

両方とも「はい」と回答した回答者数が 5 人で全体の約 13.2%であった（表 5-8）。 

これらのことから、生活必需品や加工食品を普段より多めに持つローリングストックが

現状ではできていないことが考えられる。 

さらに、自身が居住している自治体の備蓄実態は、ほとんどの人が認知していなかった。 

以上のことから、半数以上の家庭では、3 日以上の備蓄をしていた。しかし、現在推奨さ

れている備蓄日数 96)（7 日）と比較すると不足している。また、現状では、ローリングスト

ックが実施されていないと考えられる。そのため、推奨されている備蓄日数に対する不足分

は、普段使用している食料品や日用品を多く購入し保管するローリングストックの考え方

を取り入れていく必要があると考えられる。 

 

表 5-8 生活必需品と加工食品を普段より多めに所有もしくは購入しているか 

 

加工食品を意識して
多く購入している 

加工食品を意識して
多く購入していない 

合計 

生活必需品の備蓄を普段
より多めに持っている 

5 
(13.2%) 

8 
(21.1%) 

13 
(34.2%) 

生活必需品の備蓄を普段
より多めに持っていない 

5 
(13.2%) 

20 
(52.6%) 

25 
(65.8%) 

合計 
10 

(26.3%) 
28 

(73.7%) 
38 

(100.0%) 
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６章 おわりに 

本事業は、災害発生時に必要な食料品や生活必需品などの物資の自治体と家庭での備蓄

のあり方を明らかにすることを目的に実施した。 

その結果、自治体では、食料品などを想定避難者数に対して 3日分の備蓄を目標に備蓄を

進めている。しかし、現状では、全ての自治体で目標に達していなかった。一方で、住民の

食料品などの備蓄に対する意識では、半数以上の家庭では 3 日分の備蓄をしているとの回

答であった。 

災害時に必要な備蓄量は、従来は、3 日分が適切とされていた。しかし、平成 25 年 5 月

に中央防災会議の南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググループから報告された、「南海

トラフ巨大地震対策について（最終報告）」では、『被災地域では、発災直後は特に行政から

の支援の手が行き届かないことから、まず地域で自活するという備えが必要であり、食料や

飲料水、乾電池、携帯電話の電池充電器、カセットコンロ、簡易トイレ等の家庭備蓄を 1週

間分以上確保するなどの細かい具体的な対応を推進する必要がある。』96)と示されていた。 

このことから、今後の災害に備えるのであれば、1週間分以上の備蓄が必要と考えられて

いる。この観点からすると、現状では、多くの家庭で備蓄量が不足していると考えられる。

さらに、自身が居住している自治体の備蓄実態の認知度がほとんどなかった。 

以上のことから、今後想定されている首都直下型地震に備えるためにも、各家庭での備蓄

を進める際に、現在居住している自治体で実施されている、防災に関する対策や避難所など

での食料品などの備蓄物資の品目や数量などの情報を積極的に収集し、これらの情報と東

京備蓄ナビに示されている家庭で備蓄すべき物資を参考として、各家庭で、どのような品目

をどの程度備蓄する必要があるのかを、改めて考えていく必要がある。 
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